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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第66期

第１四半期累計期間
第67期

第１四半期累計期間
第66期

会計期間
自　2023年３月１日
至　2023年５月31日

自　2024年３月１日
至　2024年５月31日

自　2023年３月１日
至　2024年２月29日

売上高 （千円） 723,534 713,735 3,530,937

経常利益又は経常損失（△） （千円） △91,555 △90,234 160,998

当期純利益又は四半期純損失

（△）
（千円） △76,388 △65,141 36,024

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 990,750 990,750 990,750

発行済株式総数 （株） 693,576 693,576 693,576

純資産額 （千円） 3,452,258 3,488,477 3,639,155

総資産額 （千円） 6,704,052 6,692,033 7,116,704

１株当たり当期純利益又は１株当

たり四半期純損失（△）
（円） △129.30 △110.29 60.98

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 120.00

自己資本比率 （％） 51.5 52.1 51.1

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２　第66期第１四半期累計期間及び第67期第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第66期の潜

在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、１株当たり当期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定に用

いられた普通株式の期中平均株式数は、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式を控

除対象の自己株式に含めて算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、物価高による実質賃金の減少により、消費、投資は伸び悩み、さ

らに円安、金利上昇傾向が強まる中、これまで緩やかな回復傾向にあった個人消費は足踏みがみられることとなり

ました。

一方、2024年６月には賃上げが物価高に及ばない状況で、国民負担を緩和するための一時的な措置として、所得

税、住民税等の減税措置により、消費刺激作用が期待されますが、その効果は限定的となることが予想されます。

当学習塾業界におきましては、昨年から新型コロナウイルス感染症の影響が薄れ学校や学校外活動が活気を取り

戻してきましたが、学校外の学習活動が活発化するには及ばず、通塾生が増加するまでには至っていない状況で

す。また、実質賃金の減少により、家庭における教育費は減少傾向にあり、通塾生の伸び悩みに少なからず影響し

ております。

このような状況下において、当社は、大学入試の現状まで訴えながら、小中学生のうちに学習にしっかり取り組

む必要性を啓蒙することと、通塾生の成績と満足度を高めることを主眼に取り組んでまいりました。また、AIを活

用して自立学習支援システム（昴ＬＭＳ）に模試データを結び付け、個別最適化された学習環境を提供し、映像配

信授業をより高度化させる取り組みも同時に行ってきました。

高等部沖縄部門においては、浪人生が減少傾向にある中、高校３年生以下の通塾生を増加させるべく、料金体系

の見直しやコースの再編に取り組んだ結果、当第１四半期累計期間において生徒数が増加いたしました。（生徒数

前年比17.2％増）

事業展開といたしましては、今後の市場動向に鑑み、また人的資源の効率的運用を図るため、2024年３月に普天

間校（沖縄県宜野湾市）を近隣の沖縄校と統廃合し、小林校（宮崎県小林市）を閉校いたしました。

生徒構成としては、個別指導と高等部沖縄部門においては、入塾・在籍生徒数ともに前年を上回り、比較的堅調

に推移いたしましたが、小中学部及び高等部東進部門においては、入塾・在籍生徒数ともに前年を下回る状況で推

移いたしました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の経営成績は、売上高は713百万円（前年同期比1.4％減）、営業損失は94百

万円（前年同四半期の営業損失97百万円）、経常損失は90百万円（前年同四半期の経常損失91百万円）、四半期純

損失は65百万円（前年同四半期の四半期純損失76百万円）となりました。

 

当社は、学習塾事業の単一セグメントであり、セグメントごとの経営成績は記載しておりませんが、部門別売上

高は、幼児・小学部203百万円（前年同期比4.1％減）、中学部377百万円（前年同期比0.3％減）、個別指導部41百

万円（前年同期比0.9％増）、高等部86百万円（前年同期比0.5％減）、その他合宿収入等4百万円（前年同期比

7.1％増）となりました。
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②財政状態

（資産の部）

当第１四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ424百万円減少して6,692百万円となりました。流動

資産は前事業年度末に比べ370百万円減少して719百万円、固定資産は前事業年度末に比べ54百万円減少して5,972

百万円となりました。

流動資産減少の主な要因は、現金及び預金が354百万円減少したこと等によるものであります。

固定資産減少の主な要因は、建物36百万円、土地29百万円がそれぞれ減少したこと等によるものであります。

（負債の部）

当第１四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べ273百万円減少して3,203百万円となりました。流動

負債は前事業年度末に比べ123百万円減少して1,065百万円、固定負債は前事業年度末に比べ150百万円減少して

2,137百万円となりました。

流動負債減少の主な要因は、未払法人税等61百万円、１年内返済予定の長期借入金41百万円がそれぞれ減少した

こと等によるものであります。

固定負債減少の主な要因は、長期借入金が147百万円減少したこと等によるものであります。

（純資産の部）

当第１四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末に比べ150百万円減少して3,488百万円となりました。

主な要因は、四半期純損失の計上65百万円、配当金の支払いによる利益剰余金の減少75百万円等によるものであ

ります。

 

(2）経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計方針及び見積りの記載について重要な変更はありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,500,000

計 1,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2024年５月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2024年７月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 693,576 693,576
東京証券取引所

スタンダード市場

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

であり単元株式数は100株

であります。

計 693,576 693,576 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2024年３月１日～

2024年５月31日
－ 693,576 － 990,750 － 971,690

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2024年２月29日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2024年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式普通株式 66,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 623,500 6,235 同上

単元未満株式 普通株式 3,176 － 同上

発行済株式総数  693,576 － －

総株主の議決権  － 6,235 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、株式会社日本

カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式36,000株（議決権360個）及び証券保管振替機構名義の株式

200株（議決権２個）が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式10株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年５月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社 昴
鹿児島市加治屋町９番１号 66,900 － 66,900 9.65

計 － 66,900 － 66,900 9.65

　(注)　株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の導入に伴い、信託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有す

る当社株式36,000株は上記自己名義所有株式数には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（2024年３月１日から2024年５

月31日まで）及び第１四半期累計期間（2024年３月１日から2024年５月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

監査法人かごしま会計プロフェッションによる四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2024年２月29日)
当第１四半期会計期間
(2024年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 960,451 605,884

営業未収入金及び契約資産 13,463 8,889

有価証券 2,830 2,992

教材 36,452 20,732

貯蔵品 952 1,470

前払費用 73,293 77,778

その他 1,994 1,631

貸倒引当金 △110 △80

流動資産合計 1,089,327 719,300

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,818,082 1,781,961

土地 3,065,994 3,036,216

その他（純額） 63,180 60,093

有形固定資産合計 4,947,258 4,878,271

無形固定資産 63,296 61,444

投資その他の資産   

繰延税金資産 350,397 382,682

投資不動産（純額） 295,076 294,626

その他 371,349 355,708

投資その他の資産合計 1,016,822 1,033,017

固定資産合計 6,027,377 5,972,733

資産合計 7,116,704 6,692,033

負債の部   

流動負債   

買掛金 25,057 409

１年内返済予定の長期借入金 618,578 577,114

未払金 72,221 58,252

未払法人税等 71,124 9,642

契約負債 134,316 156,329

賞与引当金 60,773 72,693

ポイント引当金 22,202 21,625

資産除去債務 3,057 －

その他 181,670 169,494

流動負債合計 1,189,000 1,065,560

固定負債   

長期借入金 1,186,730 1,039,221

退職給付引当金 876,152 871,453

株式給付引当金 96,855 98,180

長期未払金 87,282 87,282

その他 41,527 41,858

固定負債合計 2,288,548 2,137,995

負債合計 3,477,549 3,203,556
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2024年２月29日)
当第１四半期会計期間
(2024年５月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 990,750 990,750

資本剰余金 971,690 971,690

利益剰余金 2,115,356 1,975,015

自己株式 △517,622 △517,920

株主資本合計 3,560,174 3,419,535

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 78,981 68,942

評価・換算差額等合計 78,981 68,942

純資産合計 3,639,155 3,488,477

負債純資産合計 7,116,704 6,692,033
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(2)【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
（自　2023年３月１日
至　2023年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2024年３月１日
至　2024年５月31日）

売上高 723,534 713,735

売上原価 679,394 667,532

売上総利益 44,139 46,203

販売費及び一般管理費 141,200 140,435

営業損失（△） △97,060 △94,231

営業外収益   

受取利息 0 0

有価証券利息 98 74

受取家賃 4,123 3,940

受取手数料 3,705 3,801

その他 654 357

営業外収益合計 8,582 8,174

営業外費用   

支払利息 1,271 1,897

減価償却費 1,201 1,402

その他 603 877

営業外費用合計 3,076 4,177

経常損失（△） △91,555 △90,234

特別利益   

固定資産売却益 － 6,943

特別利益合計 － 6,943

特別損失   

固定資産除却損 4,496 2,148

補助金返還損 － 3,380

特別損失合計 4,496 5,528

税引前四半期純損失（△） △96,051 △88,819

法人税、住民税及び事業税 4,446 4,200

法人税等調整額 △24,109 △27,878

法人税等合計 △19,662 △23,678

四半期純損失（△） △76,388 △65,141
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産等に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 2023年３月１日
至 2023年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自 2024年３月１日
至 2024年５月31日）

減価償却費 39,289千円 40,471千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2023年３月１日　至　2023年５月31日）

１　配当に関する事項

　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月25日

定時株主総会
普通株式 75,215 120 2023年２月28日 2023年５月26日 利益剰余金

（注）2023年５月25日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託口が保有する当社の株式に対する

配当金4,320千円が含まれております。

 

　（2）基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2024年３月１日　至　2024年５月31日）

１　配当に関する事項

　（1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月24日

定時株主総会
普通株式 75,199 120 2024年２月29日 2024年５月27日 利益剰余金

（注）2024年５月24日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託口が保有する当社の株式に対する

配当金4,320千円が含まれております。

 

　（2）基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　2023年３月１日　至　2023年５月31日）

当社は、学習塾事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　2024年３月１日　至　2024年５月31日）

当社は、学習塾事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、次のとおりであります。

 

前第１四半期累計期間（自　2023年３月１日　至　2023年５月31日）

 金額（千円）

部

門

幼児・小学部 212,117

中学部 378,689

高等部 87,241

個別指導 41,003

その他 4,482

小計 723,534

顧客との契約から生じる収益 723,534

外部顧客への売上高 723,534

（注）　その他は、合宿収入等であります。

 

当第１四半期累計期間（自　2024年３月１日　至　2024年５月31日）

 金額（千円）

部

門

幼児・小学部 203,379

中学部 377,369

高等部 86,832

個別指導 41,353

その他 4,802

小計 713,735

顧客との契約から生じる収益 713,735

外部顧客への売上高 713,735

（注）　その他は、合宿収入等であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　2023年３月１日

至　2023年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　2024年３月１日
至　2024年５月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △129円30銭 △110円29銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失（△）（千円） △76,388 △65,141

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △76,388 △65,141

普通株式の期中平均株式数（千株） 590 590

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２　株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)の導入に伴い、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式

は、１株当たり四半期純損失の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め

ております。

なお、１株当たり四半期純損失の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第１四半期累計期

間及び当第１四半期累計期間それぞれ36,000株であります。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

 2024年７月11日
 

株式会社昴
 

 取締役会　御中  

 

 監査法人　かごしま会計プロフェッション  

 鹿児島県鹿児島市  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 酒　　匂　　康　　孝

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 東　　　　　和　　宏

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社昴の

2024年３月１日から2025年２月28日までの第67期事業年度の第１四半期会計期間（2024年３月１日から2024年５月31日ま

で）及び第１四半期累計期間（2024年３月１日から2024年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借

対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社昴の2024年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四

半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

EDINET提出書類

株式会社昴(E04941)

四半期報告書

15/16



・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存

続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

（注）１　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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